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１．１６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

（１）連結経営成績     （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

                               売   上   高               営  業  利  益                       経  常  利  益    

           百万円      ％                百万円      ％                   百万円      ％
 １６年 ３ 月  期  ４２，５４２        1.0            ８９２    △ 15.6                ８９８ 　 △ 17.5

 １５年 ３ 月  期  ４２，１１７    △  0.3        １，０５７    　 42.0            １，０８８  　   47.3

                          当期純利益           １株当たり        潜在株式調整後      株主資本        総  資  本        売  上  高
                                               当期純利益    １株当たり当期純利益    当期純利益率      経常利益率        経常利益率

    百万円   ％       円    銭         円   銭             ％             ％              ％
 １６年 ３ 月  期 　　　４１１  △ 57.8     １９  ３９         －   －         ４．８         ３．８          ２．１

 １５年 ３ 月  期 　　　９７３ 　 198.9     ４７  １６         －   －       １２．５         ４．６          ２．６

（注）①持分法投資損益 　　　　   平成１６年３月期     　  　  ―    百万円　　　 平成１５年３月期　　　　　　―　　 百万円
      ②期中平均株式数（連結） 　 平成１６年３月期    ２０，０７８,１８６株       平成１５年３月期   ２０，０９０，７９７株

      ③会計処理の方法の変更          無

      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総    資    産            株   主   資   本           株主資本比率              １株当たり株主資本

           百万円       百万円               ％              円       銭
 １６年 ３ 月  期  ２４，１９５              ８，７８４               ３６.３           　 ４３６     ４９

 １５年 ３ 月  期  ２３，６１４              ８，２３６               ３４.９           　 ４０８     ８７

（注）期末発行済株式数（連結）   平成１６年３月期     ２０，０７５，４０１株    平成１５年３月期   ２０，０８１，０９９株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

                        営業活動による           投資活動による   財務活動による         現金及び現金同等物
                      キャッシュ・フロー       キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー       期    末   残   高

           百万円       百万円             百万円                     百万円
 １６年 ３ 月  期    １，０２６           △     　７０          △  　　５６３                 ３，２９９

 １５年 ３ 月  期    ２，０５８           △     ２３６          △  １，６０７                 ２，９０６

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

        連結子会社数    ６社   　　 持分法適用非連結子会社数     －社   　　 持分法適用関連会社数    －社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

        連結（新規）   －社    　（除外）  －社      　  持分法 （新規）   －社    　 （除外）    －社        

 ２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

売       上        高    経     常     利     益              当    期    純    利     益

                 百万円              百万円                             百万円
  中    間    期     ２１，５７０              ４５０                              ２６０
  通          期     ４３，５００          １，０１０                              ５８０

（参考) １株当たり予想当期純利益（通期）    ２８円  ８９銭     

＊上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在にお
  ける仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

                                   －１－



                     （１）企業集団の状況
      当社の企業集団については、当社及び子会社６社で構成され、スポーツ用品の製造、
    販売（卸売、小売）を主な内容とし、それに附随した各種サービス業務等の事業活動
    を展開しております。
      当該事業に係るグループ各社の位置づけは次のとおりであります。

  部     門   親     会     社     子     会     社

卸    売  ゼ  ッ  ト（株）    ゼ  ト  ラ（株）
ス
ポ
｜   （株）ロ   ッ   ジ
ツ 小    売   （株）すぽーつらんどコジマ
用
品
製
造 製    造    ゼットクリエイト（株）
販
売    ザ   イ   ロ（株）
事 そ の 他     （スポーツ用品物流業務）
業 附随業務   （株）ゼ オ ス 宇 部

    （スポーツ施設運営）

（注）上記子会社は、すべて連結子会社であります。

          事業の系統図は次のとおりであります。

（小   売）
    (卸   売）

(物   流)

(輸出入) (製   造） （スポーツ施設の運営)

      －２－

  (株)ゼオス宇部

得    意    先 消 費 者

 ゼトラ(株）

   当        社

 ゼットクリエイト(株）

 （株)ロ ッ ジ

  (株)すぽーつらんどコジマ

 ザ イ ロ(株）



（２）経　営　方　針

１．会社の経営の基本方針

    当社グループでは、｢企業の永続と繁栄｣、｢個人の幸福と人格の向上｣、｢業を通じて社会に

  奉仕する｣を社是とし、スポチュニティ（スポーツを通じて、地域社会<Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ>

  に喜びと健康やふれあいの機会 <Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ> を提供し、調和<Ｕｎｉｔｙ>をも

  たらすこと。）の実現を企業理念としております。

ＳＰＯＲＴＵＮＩＴＹ

　　この理念のもと、競争に勝ち残る為に、消費者が満足する商品やサービスを提供できる機能

　を進化させ、｢外商・スクール｣及び｢アスレ｣マーケットで圧倒的なシェアを確保し、｢ライフ

　スタイル｣及び｢ボディケア｣マーケットで利益事業を確立し、スポチュニティを実現するとと

　もに企業価値の向上に努めております。

２．利益配分に関する基本方針

    利益配分につきましては、適正な利潤を確保したうえで、株主各位に対する利益還元を経営

  の最重要課題のひとつと考えており、企業の体質、体力強化のための内部留保を図りながら、

  業績に裏付けられた成果配分を行うことを基本方針としております。

    また、内部留保金につきましては、将来における株主への利益還元につながるよう、長期的

  な視点に立って、経営の安定化と重点分野への投資等に活用し、企業の体質、体力強化に取り

  組んでまいります。

３. 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

　　株式投資単位の引下げにつきましては、投資家の皆様により投資しやすい環境を整えること

　で当社株式の流動性を高め、多くの投資家の参加を促し、株式市場を活性化させる有用な施策

　であると認識しております。

　　今後も、当社株価の推移や投資単位の引下げによる費用対効果などを総合的に勘案し、慎重

　に対処して行きたいと考えております。

４．中長期的な連結経営戦略

    当社グループは各社間において、相互補完の関係も深く、厳しい環境を乗り切る為には、お

  互いがより効率的な行動が求められます。そのため、営業と管理の両面においてグループ全体

  を一体的にとらえ、より効率的な施策を重点的に行い、グループ経営を積極的に推進してまい

　ります。

　　収益力の向上につきましては、事業の収益構造の改革と徹底したコスト削減、販売力の強化

　を継続的に推進するとともに、市場のニーズに対応したグループ全体の機能、人員の最適化を

　進めてまいります。

　　グループ総合力の強化につきましては、グループ各社が独自の競争力を発揮しつつ、相互間

　の有機的な連携による｢ゼット｣ブランドの構築を通じて実現してまいります。

         －３－

ｔｈｒｏｕｇｈ
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５．会社の対処すべき課題

　　収益力の高い企業体質を構築し、持続的な成長を確保していくことが重要であると認識して

　おります。

　　その実現のために当社グループは、引き続き利益管理体制を強化するとともにより競争力の

　ある企業への変革を目指し、経営全般にわたる効率化を経営の最重要課題として取り組んでま

　いります。

　　製造部門であるゼットクリエイト（株）は、新しいブランド展開と、商品競争力を強化する

　ために、いち早くユーザーニーズを掴み、他の企業や研究者とのコラボレーションに努め、開

　発力の強化と海外への生産シフト促進によるコストダウンをさらに進めます。また、２００４

　年３月にはＩＳＯ９００１を取得いたしました。ＩＳＯ９００１は製品の品質だけではなく、

　サービス等も含む企業としての総合的な品質マネジメントシステムを確立し、常に継続的な改

　善に結びつけるものでございます。これを機会にさらなる水準の向上を図ってまいります。

　　生産、販売を含めた海外展開の強化につきましては、ゼトラ（株）に窓口を一本化するとと

　もに中国に駐在員事務所を設置し、より専門的に対処いたします。物流部門のザイロ（株）は、

　小口多頻度物流のローコストオペレーション化とＩＴ化、労務費を中心としたコスト削減にも

　取り組んでまいります。

　　グループ間の連携は､益々重要になっており、より一層の効果を上げるためにも、共に厳しい

　競争の下で各自、各社が切磋琢磨し、グループ一体となって競争力を高めてまいります。

６.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

　　当社は、経営環境の変化に速やかに対応するため、意思決定の迅速化、経営の透明性、株主

　重視の公正な経営を徹底していくためには、コーポレート・ガバナンスの確立が最重要課題と

　認識しております。

　　取締役会については、経営の基本方針及び経営に関する重要事項の決定並びに業務執行状況

　の監視･監督を行う機関と位置付け、毎月1回の定例開催により、重要事項を全て付議し、十分

　な討議を行い決議を行っております。また、取締役会の前日には本部長会議を開催し、営業上

　の課題や利益計画の進捗状況等の情報の共有化を図り、さらに３ケ月に１回グループ各社社長

　参加によるグループ経営会議を開催し、経営判断に反映しております。

　　また、当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名及び社外監査役２名が取締役の職

　務執行並びに当社及び子会社の業務や財政状況を監査しております。監査役は、取締役会、グ

　ループ経営会議その他重要な会議にも出席するなど、取締役の職務執行を充分に監視できる体

　制となっております。さらに、内部監査を行う監査室を設置し、遵法のみならず管理や業務監

　査を継続的に実施しております。

　　弁護士事務所とは顧問契約を結び、法律上の判断が必要な時に相談をし、指示が受けられる

　体制を確立しております。

         －４－



   （３）経営成績及び財政状態

１．経営成績
①当期の概況
  当期におけるわが国経済は、一部大手製造業等を中心とした企業業績の回復や株価の上昇
など景気に明るさが見え始めたものの、雇用、所得等、個人を取り巻く環境は依然として厳
しく、個人消費も低調に推移いたしました。
  当スポーツ用品業界におきましても、民間の｢スポーツ産業白書｣によりますと７年連続の
マイナス成長見込とのことで、市況も低調に推移するなか、消費者の低価格指向はさらに強
まり、業態を超えた販売競争は益々厳しさを増しており、業界を取り巻く環境は極めて厳し
い状況が続いております。
  このような状況の中で当社グループは、経営体質の改善と強化に取り組み、販売面におき
ましては、ライフスタイル事業の拡大を図り、新しい業態への新規開拓を積極的に推進し、
シェアアップを図りました。また、自社品の自販力を強化するため人的強化を図るとともに、

ＭＤ力強化の柱としてアディダス事業の確立に努めました。管理面におきましては、在庫コ
ントロール力を強化し在庫削減や債権回収管理を徹底してまいりました。
  その結果、当期の連結売上高は４２５億４２百万円 (前年同期比1.0%増)、経常利益は
８億９８百万円(前年同期比17.5%減)、当期純利益は４億１１百万円(前年同期比57.8%減)
となりました。

②事業部門の概況
（卸売部門）
　トレーニング・競技ウェア、テニス・バドミントン用品、陸上用品につきましては、新業
態への販路拡大やシェアアップに努めた結果好調に推移いたしました。野球・ソフト用品に
つきましては、少子高齢化の進行で市場は縮小傾向にありますが、自販力の強化や販売促進
活動を積極的に推進したこともあり微増で推移いたしました。サッカー用品につきましては、
昨年のサッカーワールドカップ特需の反動落ちもあり低調に推移いたしました。トレンドの
変化と不況による個人消費の低迷が続いており、スキー用品、スポーツシューズ、球技ボー
ル、アウトドア用品も低調に推移いたしました。
  この結果、売上高は４０３億２百万円（前年同期比1.4%増）となりました。

（製造部門）
　「ゼット」ブランドの野球・ソフトボール用品や｢コンバース｣ブランドのバスケットボー
ル用品を中心としたトレーニング・競技ウェアを中心に、ユーザーニーズにマッチした製品
作り、企画・開発力強化に努めるとともに販売促進活動の強化を推進いたしました。
  この結果、売上高は６億１８百万円（前年同期比5.5%増）となりました。

（小売部門）
  不況の長期化による個人消費の低迷やトレンドの変化の影響をもろに受け、スキー・スノ
ーボード等のウィンター用品やスポーツシューズ、アウトドア用品の需要の落ち込みが響き
売上高は低調に推移いたしました。
  この結果、売上高は１４億１２百万円（前年同期比12.0%減）となりました。

(その他部門）
  物流部門は、作業効率の改善やＩＴ化の推進、経費の節減に努めましたが、少量多頻度出
荷が増加しコストアップの要因となっており、今後さらなる合理化に努めます。スポーツ施
設運営は、会員数が順調に増加したこともあり、売上高も好調に推移いたしました。
  この結果、売上高は２億１０百万円（前年同期比7.9%増)となりました。

　　　　　－５－



③次期の見通し
  次期の見通しといたしましては、日本経済全体は長期の停滞から持続的回復に向いつつあ
り、一部では積極的な設備投資の計画も聞かれますが、雇用、所得環境は依然として厳しく、
個人消費の本格的な回復には相当の時間を要するものと思われます。
  このような厳しい環境の中、当社グループは引き続き利益管理体制を強化するとともに攻
守バランスのとれた安定経営を目指し総力を挙げて業績向上に努めてまいります。
特に、次期の具体的施策といたしましては、｢Ｋ２｣、｢ポニー｣等の新しいブランドの取扱い
開始やスポーツ施設部門におきましては、スポーツクラブの２号店の開業等を予定いたして
おります。
  なお、次期の見通しは下記のとおりであります。

（連結業績見通し）
売上高   　　　　　  ４３５億円（前年同期比    ２．３％増）
経常利益 　　　　１０億１０百万円（前年同期比  １２．５％増）
当期純利益 　　　　　５億８０百万円（前年同期比　４１．１％増）

（単独業績見通し）
売上高    　　　　　 ４０５億円（前年同期比    １．７％増）
経常利益 　　　　　８億５０百万円（前年同期比  ３２．２％増）
当期純利益 　　　　　４億７０百万円（前年同期比  ３２．８％増）

　　　　　－６－



２．財政状態
  当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期に比べ３億９２百万
円増加し、３２億９９百万円となりました。
当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
①営業活動によるキャッシュ・フロー
  営業活動の結果得られた資金は、１０億２６百万円（前年同期比１０億３１百万円減）と

なりました。これは、税金等調整前当期純利益が６億６５百万円（前年同期比２億５２百万
円減）となったことに加え、売上債権の増加等によるものであります。
②投資活動によるキャッシュ・フロー
  投資活動の結果使用した資金は、７０百万円（前年同期比１億６６百万円減）となりまし
た。これは有形固定資産の取得による支出２億４百万円（前年同期比２百万円増）があった
ものの有形固定資産売却による収入１億６２百万円（前年同期比１億５６百万円増）があっ
たこと等によるものであります。
③財務活動によるキャッシュ・フロー
  財務活動の結果使用した資金は、５億６３百万円（前年同期比１０億４４百万円減）とな
りました。これは短期借入金返済が減少したことによるものであります。

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。
平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期

自己資本比率　　　（％） 29.0 31.1 34.9 36.3
時価ベースの自己資本比率（％） 11.2 11.4 11.7 17.3
債務償還年数　　(年）  4.9  4.0  1.9 3.3
インタレスト・カバレッジ・レシオ  9.4 11.0 32.6 20.3

（注）自己資本比率 ：自己資本/総資産
　　　時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額/総資産
　　　債務償還年数 ：有利子負債/営業キャッシュ・フロー
　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー/利払い

　　 ＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。
　　 ＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

　 　　　 ております。
　　 ＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ
　　　 シュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている
　　　 負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象にしております。また、利払いに
　　　 ついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

　　　　　－７－



                  （４－１）連結貸借対照表
  （単位：百万円未満切り捨て）

            期    別         当        期         前        期
    (平成16年3月31日現在)     (平成15年3月31日現在)

           百万円       ％            百万円       ％          百万円
     （資産の部）
 流   動    資   産   　 １８，０８５    74.7   　 １７，２２５    72.9 　 　    ８５９

   現  金 及 び 預 金        ３，２９９        ２，９０６       　 ３９２

   受取手形及び売掛金      １１，８２８      １１，３４２       　 ４８６

　 有    価　 証 　券              　８ 　　　　　　　―    　        ８

   棚    卸   資   産        ２，４３７        ２，６６５ 　 △    ２２７

　 繰 延 税 金 資  産            ３２８            １８８       　 １３９

   そ      の      他            ２６３            ２４２    　      ２１

   貸  倒  引  当  金       △     ８０       △   １１８    　      ３８

 固   定    資   産   　   ６，１１０    25.3   　   ６，３８８    27.1 　 △    ２７８

  有 形 固 定 資 産   　   ４，２３４    17.5   　   ４，７２８    20.0 　 △    ４９３

   建 物及び 構 築 物        １，４０６        １，３９０    　      １６

   土              地        ２，６７２        ３，０５０ 　 △    ３７８

   そ      の      他            １５６            ２８７ 　 △    １３０

  無 形 固 定 資 産              ３３     0.2   　       １５５     0.7 　 △    １２２

   連  結 調 整 勘 定 　　　　　　　―            １２２    △    １２２

   そ      の      他              ３３              ３３    △        ０

  投 資その他の資産   　   １，８４１     7.6   　   １，５０４     6.4       　 ３３７

   投  資 有 価 証 券            ７８８            ３２２       　 ４６６

   長  期  貸  付  金              ２８              ２０    　        ８

   敷              金            ６１３            ６５４    △      ４０

　 繰 延 税 金 資  産              ２０            １２２    △    １０２

   そ      の      他            ５２２            ５４２    △      ２０

   貸  倒  引  当  金       △   １３１       △   １５７    　      ２６

        －８－

  100.0

 構成比

         ５８１     ２３，６１４

    金      額  構成比
   比 較 増 減

  100.0

 科    目

 資    産    合    計      ２４，１９５

    金      額



  （単位：百万円未満切り捨て）

            期    別         当        期         前        期
    (平成16年3月31日現在)     (平成15年3月31日現在)

            百万円       ％             百万円       ％          百万円
    （負債の部）
 流   動   負   債       １４，３３３    59.2      １２，８４３    54.4       １,４８９

   支払手形及び買掛金      １０，３５２      １０，１８７          １６５

   短  期  借  入  金        １，８２５        １，４６２          ３６３

　 1 年 以 内  償  還
　 予  定  の  社  債

   未  払 法 人 税 等            ４３１            ２２２          ２０９

   未  払 消 費 税 等              ６２              ８０    △      １８

   賞  与  引  当  金            ３６２            ３５８    　        ３

   そ      の      他            ４９８            ５３１    △      ３２

 固   定   負   債         １，０７７ 　　4.5        ２，５３３    10.7    △１，４５５

   社              債 　　　　　　　―            ８００    △    ８００

   長  期  借  入  金            １６１            ９８６    △    ８２５

　 繰  延 税 金 負 債              ２８ 　　　　　　　―            ２８

   退 職 給 付 引 当 金            ２４５            １２５          １２０

   そ      の      他            ６４２            ６２１            ２１

   (少数株主持分）
 少 数 株 主 持 分 　　　　　　　―     － 　　　　　　　―     － 　　　　　　―

    （資本の部）

　資　　　本　　　 金        １，００５     4.2        １，００５     4.2 　　　　　　―

  資　本  剰  余  金        ２，９６８    12.3        ２，９６８    12.6    △　　 　 ０

  利　益  剰  余  金        ４，５８５    18.9        ４，３００    18.2          ２８４

  その他 有 価 証 券
  評  価  差  額  金

  自   己   株    式       △       ４  △ 0.0       △       ３  △ 0.0    △　　 　 １

  負債・少数株主持分
  及  び 資 本 合 計

         －９－

           ２２９     0.9          ２６４

           ８００ 　　　　　　　―

  100.0

   34.9

      △     ３４  △ 0.1

   比 較 増 減

　       　３３

    　　 ５４７

         ５８１

         ８００

 構成比

  負   債    合   計

 科    目     金      額  構成比     金      額

     １５，４１０    63.7      １５，３７７    65.1

  資   本    合   計        ８，７８４        ８，２３６

     ２４，１９５      ２３，６１４

   36.3

  100.0



                （４－２）連結損益計算書

              （単位：百万円未満切り捨て）

              期     別        当          期        前          期
  自 平成 15年  4月  1日   自 平成 14年  4月  1日
  至 平成 16年  3月 31日   至 平成 15年  3月 31日

  科    目    金       額  百 分 比    金       額  百 分 比

         百万円        ％          百万円        ％          百万円
 売        上       高    ４２，５４２    100.0    ４２，１１７    100.0   　     ４２４

 売     上    原    価    ３３，８９０     79.7    ３３，４５２     79.4   　     ４３７

    売  上  総  利  益      ８，６５２     20.3      ８，６６５     20.6 　△       １３

 販売費 及び一般管理費      ７，７６０     18.2      ７，６０８     18.1   　     １５１

 営   業  外   収   益   　     　８９      0.2   　     １１７      0.3 　△       ２８

    受   取   利    息              ５              ４   　         ０

    そ      の      他            ８４          １１２   △       ２８

 営   業  外   費   用   　     　８３      0.2   　     　８６      0.2 　△       　２

    支    払   利   息            ５０            ６３   △       １２

　　売　　上 　割　 引 　　　　   ２０ 　　　　   １３              ７

    そ      の      他            １２            　９              ２

 特    別    利     益 　　　　　 ８８      0.2 　　　　　 １９      0.0 　　       ６８

　　貸 倒 引当金戻入額            ５９            １９ 　　       ３９

　　ゴルフ会員権売却益              １ 　　　　　　―              １

　　役 員 保険料戻入額            ２７ 　　　　　　― 　　       ２７

 特    別    損     失   　     ３２１      0.7   　     １９０      0.4   　     １３１

    固 定 資 産 除却損            ３０            １６            １３

    固 定 資 産 売却損          ２３７              ６   　     ２３１

    投資有価証券評価損 　　　　　　―          １０４   △     １０４

　　ゴルフ会員権売却損           　 ０ 　　　　　　―              ０

    貸 倒 引当金繰入額           　 ３            ３６   △       ３２

    役 員 退 職 慰労金              ８            ２７   △       １８

　　社　  葬　 費 　用            ４０ 　　　　　　― 　　       ４０

    税 金 等  調 整 前
    当  期  純  利  益

                     －１０－

   比 較 増 減

     2.2

     0.2

     2.3

  　     ３５４

　△　　 ２５２

　　       ９４

  △　   ５６２

     2.6 　△　　 １９０

     2.5 　△　　 １６４

　△ 0.6　△ 0.4

     1.6

　    1，０５７

     １，０８８

         ９１８

         　９１

     2.1

   当  期  純  利  益          ４１１

　　過 年 度 法 人 税 等

     2.1

  △     １９２

　    　 ８９２    営   業   利    益

         ６６５

    経   常    利   益      　　８９８

    法 人 税 等 調 整 額   △     ２８７

     1.0

         １４０　　　　　　― 　　　－

     法人税、住民税及び事業税

     0.3   △     １４０

         ９７３

         ４４６

     1.0



                  （４－３）連結剰余金計算書
                 （単位：百万円未満切り捨て）

               期     別     当          期     前          期
 自 平成 15年 4月  1日  自 平成 14年 4月  1日

  科    目  至 平成 16年 3月 31日  至 平成 15年 3月 31日

              百万円               百万円           百万円
　（資本剰余金の部）

　資本剰余金期首残高

　　資本準備金期首残高 　　　２，９６８ 　　　２，９６８ 　　　　　 ―

　資本剰余金増加高

　　資本準備金減少差益 　　　２，７１７ 　　　　　 　―   　 ２，７１７

　資本剰余金減少高

　　資本準備金取崩高 　　　２，７１７ 　　　　　 　―   　 ２，７１７

　　自己株式処分差損 　　　  　　　０ 　　　　　 　―  　 　       ０

　資本剰余金期末残高 　　　２，９６８ 　　　２，９６８  　 △       ０

　（利益剰余金の部）

　利益剰余金期首残高

　　連結剰余金期首残高 　　　４，３００ 　　　３，４０７   　     ８９３

　利益剰余金増加高

　　当　期　純　利　益 　　　  　４１１ 　　　  　９７３  　 △   ５６２

　利益剰余金減少高

　　配　　　当　　　金 　　　  　１００ 　　　　 　 ８０   　　　　 ２０

　　役　 員　  賞 　与 　　　  　　２６ 　　　　　 　―   　　　　 ２６

　利益剰余金期末残高 　　　４，５８５ 　　　４，３００   　     ２８４

                    －１１－

   比 較 増 減



            （４－４）連結キャッシュ・フロー計算書

        （単位：百万円未満切り捨て）

                   期         別    当        期    前        期
  自 平成15年4月 1日   自 平成14年4月 1日

  至 平成16年3月31日   至 平成15年3月31日

   科        目    金        額    金        額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益           ６６５           ９１８   △    ２５２
減   価    償    却     費           １８３           １９５   △      １１
有 形 固 定 資 産 除 却 損             ３０ 　　　　　　 ―           ３０
連 結 調 整 勘 定 償 却 額           １２２           １２２            －
貸倒引当金の増加額･減少額（△）     △      ５２             ２１   △      ７３
賞与引当金の増加額･減少額（△）               ３     △        ０             ３
退 職 給 付 引当金の増加額           １２０             ６５           ５４
受 取 利 息 及び受取配当金     △        ８     △        ８   △        ０
支      払      利      息             ５０             ６３   △      １２
固  定  資  産  売  却  損           ２３７ 　　　　　　 ―         ２３７
投 資 有 価 証 券 評 価 損 　　　　　　 ―           １０４   △    １０４
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益     △        １ 　　　　　　 ―   △        １
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損               ０ 　　　　　　 ―             ０
売 上 債権の増加額（△）・減少額     △    ４８６           １８７   △    ６７４
棚卸資産の増加額（△）・減少額           ２２７     △      ２３         ２５１
仕入債務の増加額           ２５１           ２４３             ７
未払消費税等の減少額     △      １８     △      １１   △        ７
役  員  賞  与 の 支 払 額     △      ２６ 　　　　　　 ―   △      ２６
そ          の          他             　７           ２８３   △    ２７６
       小        計       １，３０５       ２，１６１   △    ８５５
利 息 及 び 配当金の受取額               ８               ８             ０
利    息   の   支  払  額     △      ５０     △      ６３           １２
法  人  税  等 の 支 払 額     △    ２３７     △      ４７   △    １８９

      営業活動によるキャッシュ・フロー       １，０２６       ２，０５８   △１，０３１

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の売却による収入           １６２               ６         １５６
有形固定資産の取得による支出     △    ２０４     △    ２０１   △        ２
投資有価証券の売却による収入 　　　　　　 ―               ３   △        ３
投資有価証券の取得による支出     △      ２６     △      ５４           ２８
貸 付 金 の 回 収 による収入               ５             １２   △        ６
そ           の         他     △      　７     △        １   △        ５

      投資活動によるキャッシュ・フロー     △      ７０     △    ２３６   　　  １６６

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短  期  借 入 金の純減少額           １００     △１，２００   　１，３００
長 期 借 入 れ に よる収入 　　　　　　 ―           ２００   △    ２００
長期借入金の返済による支出     △    ５６２     △    ５２５   △      ３７
配  当  金  の  支  払 額     △      ９９     △      ８０   △      １９
そ           の         他     △        １     △        ２   　        １

      財務活動によるキャッシュ・フロー     △　　５６３     △１，６０７ 　　１，０４４

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 　　　　　　 ― 　　　　　　 ― 　　　　　 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額     　    ３９２     　    ２１３         １７９

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高       ２，９０６       ２，６９２   　    ２１３

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高       ３，２９９       ２，９０６   　    ３９２

                                           －１２－

  比 較 増 減



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
      連結子会社    ６社   子会社全て連結しております。

ゼットクリエイト株式会社，ゼトラ株式会社，ザイロ株式会社    
株式会社ロッジ，株式会社すぽーつらんどコジマ，株式会社ゼオス宇部

（新規） 該当事項はありません。
（除外） 該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
      連結子会社は連結財務諸表提出会社と同じ決算日であります。

４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
   ①有 価 証 券    
      その他有価証券

①時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

②時価のないもの 移動平均法による原価法

   ②デリバティブ 時価法

   ③棚 卸 資 産       主として先入先出法による原価法によっております。     

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
    有形固定資産 定率法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基
準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（附属設備は除く）については、
定額法を採用しております。

    無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお
ります。

（３）重要な引当金の計上基準
   ①貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

   ②賞与引当金 従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額
を計上しております。

   ③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に
基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。
会計基準変更時差異（２６４百万円）については、５年による按分額を費用処
理しております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期か
ら費用処理することとしております。

（４）重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引については、通
    常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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注 記 事 項
（連結貸借対照表関係）

  当          期   前          期
１．有形固定資産の減価償却累計額 ２，８７８ 百万円 ２，８７５ 百万円

２．担保資産及び担保付債務
担保に供している資産の額

建           物 ３８５ 百万円 ４０９ 百万円
土           地 ２，２４１ 百万円 ２，２４１ 百万円
投 資 有 価 証 券 ４９７ 百万円 １７２ 百万円
    合    計 ３，１２５ 百万円 ２，８２３ 百万円

上記に対応する債務
短  期 借 入 金 ５６１ 百万円 ３７８ 百万円
社           債 ８００ 百万円 ８００ 百万円
長  期 借 入 金 ９３８ 百万円 １，４４５ 百万円
（１年以内返済予定長期借入金を含む）

    合    計 ２，３００ 百万円 ２，６２３ 百万円

３.｢投資有価証券｣には、平成１６年４月１日に設立される子会社への新株式払込金２０百万円を含めて
　　おります。

（連結損益計算書関係）
  当          期   前          期

   １． 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
広  告  宣 伝 費 ７６９ 百万円 ７５６ 百万円
運  賃  荷 造 費 ７００ 百万円 ６５９ 百万円
賃     借     料 ４１９ 百万円 ４４３ 百万円
役員報酬及び給与手当 ２，９４６ 百万円 ２，９７０ 百万円
貸倒引当金繰入額 ３１ 百万円 ３３ 百万円
賞与引当金繰入額 ３６２ 百万円 ３５８ 百万円
減  価  償 却 費 １５７ 百万円 １６７ 百万円
連結調整勘定償却額 １２２ 百万円 １２２ 百万円

   ２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額
６２ 百万円 ６８ 百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

  当          期   前          期

現   金  及  び  預  金  勘  定 ３，２９９ 百万円 ２，９０６ 百万円
預入期間が３か月を超える定期預金 － 百万円 － 百万円
      現金及び現金同等物 ３，２９９ 百万円 ２，９０６ 百万円
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（５）重要なヘッジ会計の方法
   ①ヘッジ会計の方法      繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行
い、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によって
おります。

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象
ａ. ヘッジ手段 為替予約取引
ヘッジ対象 輸出入取引により生じる外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ. ヘッジ手段 金利スワップ取引
ヘッジ対象 借入金の利息

   ③ヘッジ方針 当社グループでは、外貨建の売上・仕入取引に係る為替変動リスクをヘッジす
る目的で為替予約取引を行い、また、借入金に係る資金調達コストの低減を目
的として金利スワップ取引を行っており、投機目的の取引は行っておりません。

   ④ヘッジの有効性評価の方法
原則としてヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、高い相関関係
があると考えるられるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。
ただし、金利スワップ取引については、特例処理の要件をみたしているためヘ
ッジ有効性の評価を省略しております。

（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項
　 　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、当期中に確定した利益処分に基づいて作成しております。

８．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及
び取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

表示方法の変更
（連結キャッシュ･フロー計算書関係）
　　前期において、営業活動によるキャッシュ・フローの｢その他｣に含めていた｢有形固定資産除却損｣（１６
　　百万円）は重要性が増加したため、当期より区分掲記することにいたしました。
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（リース取引関係）

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引（借手側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

   当         期    前         期
    (器具及び備品）     (器具及び備品）

   取得価額相当額 ３６７ 百万円 ４０６ 百万円

   減価償却累計額相当額 ２１７ 百万円 ２１６ 百万円

   期末残高相当額 １５０ 百万円 １８９ 百万円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
     合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

②未経過リース料期末残高相当額

   当         期    前         期

   １   年   以   内 ６８ 百万円 ７２ 百万円

   １     年      超 ８２ 百万円 １１６ 百万円

       合       計 １５０ 百万円 １８９ 百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残
      高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

   当         期    前         期

     支払リース料 ７９ 百万円 ９６ 百万円

     減価償却費相当額 ７９ 百万円 ９６ 百万円

（注）減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
      額法によっております。
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（５）セ グ メ ン ト 情 報

（１）事業の種類別セグメント情報

        当期及び前期については、当社の企業集団はスポーツ用品の製造販売事業及びそれに付随し
        た事業だけを行なっており、他の事業は行なっていないため事業の種類別セグメント情報を
        開示しておりません。

（２）所在地別セグメント情報

        当期及び前期については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び支店等がないた
        め、該当事項はありません。

（３）海外売上高

        当期及び前期における海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため、その記載を省略して
        おります。

   （６）生産、受注及び販売の状況
（１）生産実績

                  （単位：百万円未満切り捨て）

      当          期       前          期
   自  平成１５年４月  １日    自  平成１４年４月  １日
   至  平成１６年３月３１日    至  平成１５年３月３１日

        金         額         金         額

（注）金額は実際製造原価で表示しており、消費税等は含んでおりません。

（２）受注状況
当社は見込生産を行っており、一部について受注生産を行っております。
その全体に占める割合は僅少であるため記載を省略しております。

（３）販売実績
                  （単位：百万円未満切り捨て）

      当          期       前          期
   自  平成１５年４月  １日    自  平成１４年４月  １日
   至  平成１６年３月３１日    至  平成１５年３月３１日

        金         額         金         額
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40,302

618

1,412

210

1,043

1,043

39,731

585

957

     製   造   部   門

        合      計

   事 業 部 門 の 名 称

957

194

42,117

1,605

    事 業 部 門 の 名 称

    卸    売    部    門

    小    売    部    門

    製    造    部    門

    そ の 他    部    門

       合         計 42,542



      （７）有 価 証 券 関 係
１．その他有価証券で時価のあるもの

 （単位：百万円未満切り捨て）

　　   　当　　　　　　　　期 　　   　前　　　　　　　　期
　　　平成１６年 ３月 ３１日現在 　　　平成１５年 ３月 ３１日現在

連結貸借対照表 連結貸借対照表
  計    上   額   計    上   額

 連結貸借対照表計上額が
 取得原価を超えるもの

①株  式    ３０９        ６９９        ３９０      ３８          ４８            ９
②債  券
    社  債        ３            ３            ０        ３            ３            ０
③その他 　　　― 　　　　　― 　　　　　― 　　　― 　　　　　― 　　　　　―

小     計    ３１２        ７０２        ３９０      ４１          ５１          １０

 連結貸借対照表計上額が
 取得原価を超えないもの

①株  式        ７    　　　　７    △    　０    ２７２   　　 ２０４ 　　△　　６８
②債  券
    社  債        ５    　　　　５    △   　 ０        ５    　　　　５ 　　△　　　０
③その他 　　　― 　　　　　― 　　　　　― 　　　― 　　　　　― 　　　　　―

小     計   　 １２   　　 　１２    △    　０    ２７７   　　 ２０９ 　　△　　６８

合     計    ３２５        ７１４        ３８９    ３１８        ２６０ 　　△　　５８

２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
 （単位：百万円未満切り捨て）

　　    当　　　　　　　　期 　 前　　　　　　　　期
　　 平成１６年 ３月 ３１日現在 平成１５年 ３月 ３１日現在

  　　　連結貸借対照表計上額 　 連結貸借対照表計上額

 その他有価証券
   非上場株式(店頭売買株式を除く) 　　　６１ ６１

　　合      　  計 　　　６１ ６１

３.その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額
当 期（平成１６年３月３１日現在）

 （単位：百万円未満切り捨て）

   区        分 　　１年以内　　　１年超５年以内 ５年超１０年以内　　１０年超

　１.債　　券
（１）国債・地方債等 　　　　　― 　　　　　― 　　　　　―　　　　　 　―
（２）社　債 　　　　　８ 　　　　　― 　　　　　―　　　　　 　―
（３）その他 　　　　　― 　　　　　― 　　　　　―　　　　　 　―

　２.そ　の　他 　　　　　― 　　　　　― 　　　　　―　　　　　 　―

　　合      　  計 　　　　　８ 　　　　　― 　　　　　―　　　　　 　―

前 期（平成１５年３月３１日現在）
 （単位：百万円未満切り捨て）

   区        分 　　１年以内　　　１年超５年以内 ５年超１０年以内　　１０年超

　１.債　　券
（１）国債・地方債等 　　　　　― 　　　　　― 　　　　　―　　　　　 　―
（２）社　債 　　　　　― 　　　　　８ 　　　　　―　　　　　 　―
（３）その他 　　　　　― 　　　　　― 　　　　　―　　　　　 　―

　２.そ　の　他 　　　　　― 　　　　　― 　　　　　―　　　　　 　―

　　合      　  計 　　　　　― 　　　　　８ 　　　　　―　　　　　 　―

      （８）デリバティブ取引関係
  当社グループは、当期及び前期のいずれにおいてもデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、
　注記の対象から除いております。
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内　　　　　　容

取得原価 差    額

　　　区　　　　分

取得原価 差    額



（９）関連当事者との取引

当期（自 平成１５年４月１日   至 平成１６年３月３１日）

（１）役員及び個人主要株主等

事業の
属性 名称 所在地 資本金 内容又 議決権等の 役員の 事業上 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

（百万円）は職業 被所有割合 兼任等 の関係 （百万円）

役員及びそ

の近親者が 大   興 大阪市   １０１ 保  険 直接  3.00% 兼任 損害保険 支払保険料他     　８ － －
議決権の過 産業(株) 住吉区 代理業 間接 16.53% ２人 代理店 及び事務
半数を所有 代行手数料
している会

社等

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

      ２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

   事務代行手数料は実費相当額を勘案して決定しております。

前期（自 平成１４年４月１日   至 平成１５年３月３１日）

（１）役員及び個人主要株主等

事業の
属性 名称 所在地 資本金 内容又 議決権等の 役員の 事業上 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

（百万円）は職業 被所有割合 兼任等 の関係 （百万円）

役員及びそ

の近親者が 大   興 大阪市   １０１ 保  険 直接  3.00% 兼任 損害保険 支払保険料他     　９ － －
議決権の過 産業(株) 住吉区 代理業 間接 16.53% ２人 代理店 及び事務
半数を所有 代行手数料
している会

社等

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

      ２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

   事務代行手数料は実費相当額を勘案して決定しております。
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関係内容

関係内容



  　　　 （１０）退 職 給 付 関 係

１．採用している退職給付制度の概要
  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。
  また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項
   当        期    前        期

イ．退職給付債務 △ ２，４６０ 百万円 △ ２，２７４ 百万円
ロ．年金資産 １，５２４ 百万円 １，２５４ 百万円
ハ．未積立退職給付債務（イ）＋（ロ） △ ９３５ 百万円 △ １，０２０ 百万円
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ５２ 百万円 １０５ 百万円
ホ．未認識数理計算上の差異 ６３７ 百万円 ７８９ 百万円
ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額）         － 百万円         － 百万円
ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △　 ２４５ 百万円 △　 １２５ 百万円
チ．前払年金費用         － 百万円         － 百万円
リ．退職給付引当金 △   ２４５ 百万円 △   １２５ 百万円

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項
   当        期    前        期

イ．勤務費用 １１２ 百万円 １０５ 百万円
ロ．利息費用 ５５ 百万円 ５９ 百万円
ハ．期待運用収益 △ ３７ 百万円 △ ４７ 百万円
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ５２ 百万円 ５２ 百万円
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ８４ 百万円 ４５ 百万円
ヘ．過去勤務債務の費用処理額         － 百万円         － 百万円
ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ２６７ 百万円 ２１５ 百万円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
   当        期    前        期

イ．退職給付見込額の期間配分方法     期間定額基準     期間定額基準
ロ．割引率       ２．０％       ２．５％
ハ．期待運用収益率       ３．０％       ３．５％
ニ．数理計算上の差異の処理年数         １０年         １０年

各連結会計年度の発生時の 各連結会計年度の発生時の
従業員の平均残存勤務期間 従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定 以内の一定の年数による定
額法により按分した額をそ 額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌連結会計年 れぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理することと 度から費用処理することと
しております。 しております。

ホ．会計基準変更時差異の処理年数           ５年           ５年

 －２０－



              （１１）税 効 果 会 計 関 係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳
    （繰延税金資産）     （繰延税金資産）

 当         期  前         期
賞与引当金損金算入限度超過額 １４８ 百万円 賞与引当金損金算入限度超過額 １２７ 百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額 １００ 百万円 退職給付引当金損金算入限度超過額 ５２ 百万円
未実現利益 ９７ 百万円 繰越欠損金 ５１ 百万円
繰越欠損金 ４３ 百万円 ゴルフ会員権評価損否認 ４４ 百万円
未払事業税 ３７ 百万円 貸倒引当金損金算入限度超過額 ３１ 百万円
貸倒引当金損金算入限度超過額 ３６ 百万円 その他有価証券評価差額金 ２３ 百万円
その他 ７２ 百万円 その他 ７３ 百万円
繰延税金資産小計 ５３６ 百万円 繰延税金資産小計 ４０３ 百万円
評価性引当額 △ ５６ 百万円 評価性引当額 △ ９２ 百万円
繰延税金資産合計 ４７９ 百万円 繰延税金資産合計 ３１１ 百万円

繰延税金資産の純額 ３１１ 百万円

    （繰延税金負債） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま
その他有価証券評価差額金 △ １５９ 百万円 れております。

繰延税金負債合計 △ １５９ 百万円 流動資産　―　繰延税金資産 １８８ 百万円
繰延税金資産の純額 ３２０ 百万円 固定資産　―　繰延税金資産 １２２ 百万円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま ２.繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実行税
れております。 　 率は、地方税法の改正（平成１６年４月１日以降開始事業年
流動資産 ―　繰延税金資産 ３２８ 百万円 度より法人事業税に外形標準課税を導入）に伴い、当期にお
固定資産 ―　繰延税金資産 ２０ 百万円 ける一時差異等のうち、平成１６年３月末までに解消が予定
固定負債 ―　繰延税金負債 △ ２８ 百万円 されるものは改正前の税率４２.０％、平成１６年４月以降に

解消が予定されるものは改正後の税率４１.０％であります。
この税率の変更により、当期末の繰延税金資産の金額（繰延
税金負債の金額を控除した金額）が３百万円減少し、当期計
上された法人税等調整額が２百万円増加しております。

　　　 －２１－




